
【対比表・ひな型】標準仕様書（帳票）_02_法人住民税

用紙 専用紙の理由 代替の可否 代替可否の理由

2
法人台帳の登録内容を証明するもの。入札関係
の添付書類や営業車両の車庫証明などに活用さ
れている。

5.1.1.

＜確認事項＞
・　5.1.1で必須機能と定めました。法人住民税に係る業務ではない
ため、出力項目の一律の定義はなじまないと思われますが、ご意
見等あれば備考に記載をお願いします。

3 ※No.2へ統合 5.1.1. ●

4 ※機能要件WTで不要と整理 -

＜決定事項＞
・機能WTのなかで、本帳票は不要と整理しました。

●

3 外部 通知書 更正／変更 5 更正決定通知書
地方税法に基づき、更正・決定があった場合に、
納税義務者に対して更正・決定内容を通知するも
の

法321の11④ 3.1.7.

・　必須帳票と考えます。また、外部帳票として重要なため、システ
ム出力項目まで定めるものと考えています。
※出力項目は、次回以降で確認します。 ●

22 内部 決議書・決裁資料 － 6 更正決定決議書
地方税法に基づき、更正・決定を行う場合に、内
部で更正・決定内容を決議するもの

3.1.6.

機能要件で必須機能と定めました。内部帳票であり、出力項目の
定義は不要と考えます。（更正決定通知書の項目が定まれば、お
のずと定まるものと考えます） ●

23 内部 他課連絡票 － 7 更正決定連絡票
地方税法に基づき、更正・決定を行った場合に、
庁内の他部署へ更正・決定内容を連絡するもの

-

＜確認事項＞
・本帳票は利用されていますか。（事務局としては、不要ではと想
定しています） ●

14 外部 申請書 法定 8 減免申請書
各自治体で定める法人住民税の減免に関して、
法人が自治体に提出する申請書

法323
（条例委任）

6.1.3.

＜確認事項＞
・機能WTの第4回向け追加確認ではシステム出力を不要とする意
見が多数であったため、不要帳票として整理したいと考えます。

●

4 外部 通知書 減免／軽減 9 減免通知書
各自治体で定める法人住民税の減免に関して、
法人に対して減免内容を通知する通知書

法323
（条例委任）

6.1.6.

・機能WTの第4回向け追加確認事項の結果を踏まえて整理しま
す。
・各団体の条例によるものであるため、一律に出力項目を定義す
ることはなじまない可能性がありますが、出力項目の定義が必要
な場合は次回以降で確認します。

22 内部 決議書・決裁資料 － 10 減免決議書
各自治体で定める法人住民税の減免に関して、
庁内で減免内容を決議するもの

6.1.4.

機能要件でオプション機能と定めました。内部帳票であり、出力項
目の定義は不要と考えます。

●

2 外部 通知書 賦課 11 みなす予定通知書
予定申告が期限内に提出されない場合に、申告
があったものとみなす旨を納税義務者に通知す
る通知書

2.2.28.

機能要件でオプション機能と定めました。外部帳票ですが、予定申
告があったものとみなす、という法の趣旨から通知有無に関わら
ず税額は確定しているので、通知内容を一意に定める項目定義ま
では不要と考えています。

●

22 内部 決議書・決裁資料 － 12 みなす予定決議書
予定申告が期限内に提出されない場合に、申告
があったものとみなす内容を庁内で決裁するため
の決議書

2.2.28.

機能要件でオプション機能と定めました。内部帳票であり、出力項
目の定義は不要と考えます。

●

30 内部 作業帳票 対象者リスト 13 みなす予定対象者リスト
予定申告の義務があり、期限内に申告書が提出
されていない法人の一覧

2.2.28.

機能要件で必須機能と定めました。内部帳票であり、出力項目の
定義は不要と考えます。

●

1 外部 申告書 － 14 予定申告書（納付書一体型）
【カット紙専用】
予定申告書と納付書が一体型になった申告様式
を出力

あり（省令）
法321の８①

規則20号の３様式

2.1.1.
2.1.8
2.1.16.
2.1.18.

＜確認事項＞
・予定申告書（納付書一体型）を利用されている構成員に置かれ
ては、専用紙を選択してください。複写の場合は複写を選択してく
ださい。
・なお、項目定義が必要としていますが、原則は省令様式の申告
書・納付書及び窓空き封筒用の送付先宛名が出力される認識で
す。（機能要件2.1.16.＋2.1.18.）その他出力項目があれば備考に
記載してください。

●

15 予定申告書の申告様式を出力
あり（省令）
法321の８①

規則20号の３様式

2.11.
2.1.16.

＜確認事項＞
・納付書一体型ではない、申告書のみの様式です。汎用紙、専用
紙等の区分も合わせてご回答ください。
・なお、出力項目は2.1.16.に規定しています。

●

16 ※重複のため削除 あり（省令） -

-

●

17 中間申告書の申告様式を出力
あり（省令）
法321の８①
規則20号様式

2.1.15.

＜確認事項＞
・機能WTの第4回向け追加確認事項の結果を踏まえて整理しま
す。
・中間申告書について、システム印字の項目の定義が必要であれ
ば、その旨ご回答ください。
（システム出力の例）
整理番号、法人番号、住所、法人名、代表者、事業年度、資本金
額、資本金額等、申告区分、年度、納期限、税率

18 ※重複のため削除 あり（省令） -

-

●

1 外部 申告書 － 19 確定申告書（納付書一体型）
【カット紙専用】
確定申告書と納付書が一体型になった申告様式
を出力

あり（省令）
法321の８①
規則20号様式

2.1.1.
2.1.8
2.1.17
2.1.18

＜確認事項＞
・確定申告書（納付書一体型）を利用されている構成員に置かれ
ては、専用紙を選択してください。複写の場合は複写を選択してく
ださい。
・なお、項目定義が必要としていますが、原則は省令様式の申告
書・納付書及び窓空き封筒用の送付先宛名が出力される認識で
す。（機能要件2.1.17.＋2.1.18.）その他出力項目があれば備考に
記載してください。

●

20 確定申告書の申告様式を出力
あり（省令）
法321の８①
規則20号様式

2.1.1.
2.1.17

＜確認事項＞
・納付書一体型ではない、申告書のみの様式です。汎用紙、専用
紙等の区分も合わせてご回答ください。
・なお、出力項目は2.1.17.に規定しています。

●

21 ※重複のため削除 あり（省令） -

-

●

1 外部 申告書 － 22 合併市町村従業者数内訳書 ※機能WTで不要と整理 -

＜決定事項＞
・合併自治体用であり、機能WTで不要と整理しました。

●

1 外部 申告書 － 23 均等割申告書（納付書一体型）
【カット紙専用】
均等割申告書と納付書が一体型になった申告様
式を出力

あり（省令）
法321の８①

規則22号の3様式

2.1.1.
2.1.8

＜確認事項＞
・均等割申告書（納付書一体型）を利用されている構成員に置か
れては、専用紙を選択してください。複写の場合は複写を選択して
ください。
・なお、均等割申告書について、システム印字の項目の定義が必
要であれば、次の帳票「均等割申告書」にてその旨ご回答くださ
い。

●

1 外部 申告書 －

11 外部 その他帳票 法定外

1 外部 申告書 －

1 外部 申告書 － 中間申告書

予定申告書

法人台帳登録内容記載文書

確定申告書

その他ご意見等

構成員　事前確認回答欄　※別シート「凡例」をご参照ください。

要否判断の理由・備考出力項目
要規定

出力項目不
定

出力項目
要規定

出力項目不
定

不要帳票

帳票に関する事務局見解

帳票の要否

回答欄：●●市

要否判断の理由・備考 出力方式

外部帳票のみ 内部帳票のみ

必須帳票 オプション帳票
機能比較表項目
（-は定義なし）

リスト上から
削除した帳票

利用区分

# 小分類

統一根拠となる
様式又は法令上

の根拠
No. 帳票名称 帳票概要（帳票の用途）

大分類内/外
分科会での論点・確認事項
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1 外部 申告書 － 24 均等割申告書 均等割申告書の申告様式を出力
あり（省令）
法321の８①

規則22号の3様式
2.1.1.

＜確認事項＞
・均等割申告書について、システム印字の項目の定義が必要であ
れば、その旨ご回答ください。
（システム出力の例）
・管理番号、申告区分、所在地、名称、前年4/1～3/31までに事務
所又は事業所を有していた期間、月数、均等割額など

1 外部 申告書 － 25 清算予納申告書 清算予納申告書の申告様式を出力

あり（改正前省令）
改正前法321の８

⑤
旧21号様式

2.1.1

＜確認事項＞
・清算予納申告書について、システム印字の項目の定義が必要で
あれば、その旨ご回答ください。また、件数が少ないため、出力項
目に拘らない場合はその旨もご回答ください。
（システム出力の例）
・管理番号、申告区分、所在地、名称など

26 納付書様式を出力
あり（省令）
法321の８①

規則22号の4様式

2.1.2.
2.1.18

＜確認事項＞
・納付書単体の様式です。汎用紙、専用紙等の区分も合わせてご
回答ください。
・なお、出力項目は2.1.1718.に規定しています。

●

27 ※重複のため削除 あり（省令） -

-

●

28 納付書様式（見込納付）を出力 あり（省令） -

※見込納付用で様式は変わらないため、No.23に統合予定

●

29 税率表（お知らせ文書の一つ）を出力
2.1.10
（削除）

＜決定事項＞
・税率表はシステム出力する必要が無いと機能WTで整理したた
め、本帳票は削除 ●

30 同上 -

＜決定事項＞
・税率表はシステム出力する必要が無いと機能WTで整理したた
め、本帳票は削除 ●

20 外部 お知らせ・案内 － 31 申告書送付案内（法人送付）
申告書を送付する際の案内文書。窓空き封筒に
対応する。

2.1.9.

＜確認事項＞
・申告書案内文は、窓空き封筒用に送付先が出力できることが最
重要の様式と考えます。したがって、詳細な出力項目を定める必
要はないと考えますが、出力項目定義が必要、などの意見があれ
ば合わせてご回答ください。

●

19 外部 宛名ラベル － 32 宛名シール（申告書）
該当申告書分の封筒貼付用の宛名シール（送付
先宛名が出力されるもの）
抽出条件は申告書の出力と同一

2.1.8.

＜確認事項＞
・必須の帳票とするかは機能WTの第4回向け追加確認事項の結
果を踏まえて整理します。出力される場合は、申告書の抽出条件
と同じにする必要があると考えます。その他、本様式についてご意
見があればご回答ください。

19 外部 宛名ラベル － 33
宛名シール（税理士宛）
※抽出条件の設定機能

封筒貼付用の宛名シール（送付先宛名として税
理士住所が出力されるもの）

2.1.8.

＜確認事項＞
・必須の帳票とするかは機能WTの第4回向け追加確認事項の結
果を踏まえて整理します。
・本機能自体が不要であればその旨ご回答ください。

19 外部 宛名ラベル － 34
宛名シール（未申告者用）
※抽出条件の設定機能

未申告法人を抽出条件とした封筒貼付用の宛名
シール

2.1.8.

＜確認事項＞
・機能要件比較表4.1.1.の未申告管理機能に付随する宛名シール
です。必須の帳票とするかは機能WTの第4回向け追加確認事項
の結果を踏まえて整理します。
・本機能自体が不要であればその旨ご回答ください。

33 内部 作業帳票 エラーリスト 35 桁あふれリスト（申告書）
法人名や住所が、所定の文字数を超過する場合
の申告書への出力が文字切れする対象となる法
人を出力するリスト

-

＜確認事項＞
・ベンダ帳票では、申告書宛名シールの文字切れをチェックする帳
票でしたが、申告書に法人名等を記載する際に所定の文字数を
超過するエラーが発生する場合を想定したリストに変更して定義し
ました。（実際に起こりうると考えます）
・これについて、本帳票は不要、宛名シールの文字切れ確認の方
が良いなどの意見があればご回答ください。

●

33 内部 作業帳票 エラーリスト 36 桁あふれリスト（税理士）
税理士名や住所が、所定の文字数を超過する場
合の、税理士宛名シールへの出力が文字切れす
る対象を出力するリスト

-

＜確認事項＞
・ベンダ帳票では、税理士宛の宛名シールの文字切れをチェック
する帳票でした。仮に税理士宛の宛名シールを作成する場合は
あっても良いと考えますが利用頻度は低いと想定します。
・本機能自体が不要であればその旨ご回答ください。

●

33 内部 作業帳票 エラーリスト 37 桁あふれリスト（未申告通知書）
法人名や住所が、所定の文字数を超過する場合
の、未申告通知書への出力が文字切れする対象
となる法人を出力するリスト

-

＜確認事項＞
・ベンダ帳票では、申告勧奨通知の宛名シールの文字切れを
チェックする帳票でした。申告勧奨通知（機能WTでオプション機能
と定義）用の宛名シールは、本来的には窓空き封筒に対応するこ
とが望ましいため宛名シールの文字切れリストは定義せず、申告
勧奨通知の桁あふれリストに変更しました。
・こうした帳票を利用していない、不要という意見があればその旨
をご回答ください。

●

30 内部 作業帳票 対象者リスト 38 申告書発送対象者リスト 申告書を出力・発送した対象法人の一覧 2.1.12.

※全ベンダが実装する必須帳票と考えます。

●

30 内部 作業帳票 対象者リスト 39 延長法人リスト 申告期限の延長が登録されている法人の一覧 -

＜確認事項＞
・1社のみ実装する帳票であり、必須とは言えないと考えます。
・事務局案でオプション帳票としていますが、内部帳票のためEUC
でも代替可などがあれば合わせてご回答ください。

●

30 内部 作業帳票 対象者リスト 40 電子申告書送付票 電子申告書の送付票を出力する 2.1.12.

＜確認事項＞
・本帳票は利用されていますか、利用がなければ本帳票は不要と
して整理したいと思います。

30 内部 作業帳票 対象者リスト 41 プレ申告書出力リスト eLTAXプレ申告書データを作成した法人の一覧 2.1.19.

＜確認事項＞
・プレ申告データの作成は必須機能ですが、その対象一覧は機能
要件側で定義していません。1社のみ実装していることから、オプ
ション帳票としていますが、必須、必須だがEUCでも可、などご意
見があればご回答ください。

●

42
法人台帳が更新された場合の法人別更新個所
の一覧

1.1.15.

＜決定事項＞
・機能WTのなかで、入力内容は画面確認する構成員も多いことか
ら異動確認リストはオプション機能としました。
・なお、異動個所が確認できれば良いことから、項目を一意に定義
することは不要と考えます。

●

43 ※No.42に統合 -

-

●

33 内部 作業帳票 エラーリスト 44 法人番号未設定法人一覧表
法人台帳に登録があり、法人番号が登録されて
いない法人の一覧

-

＜確認事項＞
・本帳票は利用されていますか。また、EUC等でも代替ができるも
のか、など合わせてご回答ください。

31 内部 作業帳票 結果点検 45 申告データ法人番号登録リスト

パンチデータまたはeLTAXデータ取り込みの際
に、申告書に記載があり、左記のデータに設定さ
れた法人番号を法人住民税基本情報に登録した
法人のリスト

-

＜確認事項＞
・本帳票は利用されていますか。仮に利用されている場合は、前
提としてeLTAXやパンチデータを取り込んだ際に法人番号が登録
される機能が必要になります。（機能要件に現在記載なし）
・利用有無、必要性などを合わせてご回答ください。

20 外部 お知らせ・案内 －

9 外部 納付書 －

31 内部 作業帳票 結果点検

納付書

税率表

法人台帳異動リスト
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33 内部 作業帳票 エラーリスト 46 申告データ法人番号未登録リスト

パンチデータまたはeLTAXデータ取り込みの際
に、申告書に記載があり、左記のデータに設定さ
れた法人番号を法人住民税基本情報に登録でき
なかった法人のリスト

-

＜確認事項＞
・No.45の処理がエラーになった場合のものです。本帳票は利用さ
れていますか。
・利用有無、必要性などを合わせてご回答ください。

30 内部 作業帳票 対象者リスト 47 真正性確認リスト（法人）
申告書に記載された法人番号の真正性確認結果
一覧を出力するリスト

-

＜確認事項＞
・本帳票は利用されていますか。事務局にて具体的な処理がイ
メージできないため、利用されている場合は用途・必要性をご回答
ください。（事務局案では不要としています）

●

48
任意の期間を指定して、申告登録内容を一覧化
し、入力漏れをチェックするリスト

2.2.39.

全ベンダが同一用途の帳票を用意しており、必須帳票と考えられ
ます。なお、月次等の期間指定については、機能比較表2.2.39.に
基づき「任意の期間を指定して」としています。※帳票概要（帳票
の用途）欄に記載

●

49 ※No.48に統合 -

-

●

50
調定エラーになった申告書を一覧化し、チェック
するリスト

-

＜確認事項＞
・本件は、様式の詳細レベルは事業者により異なれど、申告エラー
リストは個別入力・一括処理ともに必要になる考えます。事務局見
解は必須としていますが、ご意見があれば回答をお願いします。

●

51 ※No.50へ統合 -

-

●

52 ※No.50へ統合 -

-

●

53 ※No.50へ統合 -

-

●

54 ※No.50へ統合 -

-

●

55 ※No.50へ統合 -

-

●

17 外部 催告 － 56 未届法人通知書 ※機能要件で、関連する要件を不要と整理。 1.1.14.

＜決定事項＞
・機能WTで、1.1.14.の要件は不要と整理したため、本帳票も不要と
しています。 ●

22 内部 決議書・決裁資料 － 57 未届法人調査票 ※機能要件で、関連する要件を不要と整理。 1.1.14.

＜決定事項＞
・機能WTで、1.1.14.の要件は不要と整理したため、本帳票も不要と
しています。 ●

30 内部 作業帳票 対象者リスト 58 未届法人リスト ※機能要件で、関連する要件を不要と整理。 1.1.14.

＜決定事項＞
・機能WTで、1.1.14.の要件は不要と整理したため、本帳票も不要と
しています。 ●

59
期限内に申告がない法人に対して申告を催告す
る書面

4.1.3.

＜確認事項＞
・機能要件ではオプション機能としています。なお、案内文書のた
め、送付先情報を出力することを除いては、一律の出力項目の定
義にはなじまないと考えます。

60 ※No.59に統合可能 -

-

●

61 ※No.59に統合可能 -

-

●

30 内部 作業帳票 対象者リスト 62 未申告法人一覧
申告義務があり、期限内に申告がない法人の一
覧

4.1.1.

機能WTで、未申告者のリストを出力することは必須としました。な
お内部帳票のため、項目定義は不要と考えます。

●

25 内部 統計資料 国報告 63 課税状況調（第1表_納税義務等に関す
る調）

課税状況調第1表（市町村民税等の納税義務者
等に関する調）

7.3.2.

必須帳票かつ項目が一意に定まる帳票ですが、様式が定まって
いるため、詳細な項目議論はしない想定です。

●

25 内部 統計資料 国報告 64
【第１表補助資料】
課税状況調（第1表_納税義務等に関す
る調）均等割ランク別法人税割額一覧

課税状況調第1表（市町村民税等の納税義務者
等に関する調）
均等割ランク別の法人税割額一覧

-

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

25 内部 統計資料 国報告 65
【第１表補助資料】
課税状況調（第1表_納期限別納税義務
者数）

申告書の提出納期限別納税義務者数
資本金・従業員数別、納期限別の納税義務者数
の集計表

7.3.2.

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

66

課税状況調第1表（均等割異動状況）
法人均等割納税義務者調（その他）法人均等割
納税義務者の異動状況明細
均等割ランク別の法人増減

7.3.2.

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

67 ※No.65へ統合 -

-

●

25 内部 統計資料 国報告 68
【第１表補助資料】
課税状況調（第1表_均等割異動一覧）

課税状況調べ第1表の内訳書（前年度及び当年
度における均等割号数の法人別の異動内容を示
すリスト）

7.3.2.

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

25 内部 統計資料 国報告 69
課税状況調（第32表_法人税割に関する
調）

課税状況調べ第32表 7.3.2.

必須帳票かつ項目が一意に定まる帳票ですが、様式が定まって
いるため、詳細な項目議論はしない想定です。

●

25 内部 統計資料 国報告 70
【第32表補助資料】
課税状況調（第32表_法人税割に関する
調_明細）

課税状況調べ第32表（法人別の外国税額控除・
仮装経理などを含む法人税割の明細表）
※法人一覧

-

＜確認事項＞
第32表明細ですが、多くの事業者が実装していることから必須帳
票としても良いかと考えています。
ただし、実務上不要、EUCでの代替可、オプション機能でよいなど
の意見があればご回答ください。

71 課税状況調（第48表_法人均等割に関する調） 7.3.2.

必須帳票かつ項目が一意に定まる帳票ですが、様式が定まって
いるため、詳細な項目議論はしない想定です。

●

31 内部 作業帳票 結果点検

17 外部 催告 －

31 内部 作業帳票 結果点検

25 内部 統計資料 国報告
【第１表補助資料】
課税状況調（第1表_均等割異動状況）

申告勧奨通知

申告エラーリスト

申告チェックリスト
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72 ※No.71に統合 -

-

●

73 ※No.71に統合 -

-

●

25 内部 統計資料 国報告 74
課税状況調（第49表_法人税割の分割法
人に関する調）

課税状況調（第49表_法人税割の分割法人に関
する調）

7.3.2.

必須帳票かつ項目が一意に定まる帳票ですが、様式が定まって
いるため、詳細な項目議論はしない想定です。

●

25 内部 統計資料 国報告 75
【第49表補助資料】
課税状況調（第49表_法人税割の分割法
人に関する調）【現年度分明細】

課税状況調第４９表添付の現年度分の明細
法人番号、法人名、法人税割額、課税標準額

-

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

25 内部 統計資料 国報告 76
【第49表補助資料】
課税状況調（第49表_法人税割の分割法
人に関する調）【過年度分明細】

課税状況調第４９表添付の過年度分の明細
法人番号、法人名、対象年度、法人税割額

-

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

26 内部 統計資料 都道府県報告 77 交付税資料第1表（法人税割に関する調） 7.3.1.

必須帳票かつ項目が一意に定まる帳票ですが、様式が定まって
いるため、詳細な項目議論はしない想定です。

●

26 内部 統計資料 都道府県報告 78 ※No.77へ統合 -

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。 ●

26 内部 統計資料 都道府県報告 79
地方交付税資料「法人税割の調定額等に関する
額」の現年・過年別の調定額明細

-

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

26 内部 統計資料 都道府県報告 80 ※No.79へ統合 -

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。 ●

81
地方交付税資料第1表分明細
市町村民税の法人税割調定額の増減理由に関
する調（4/1～6/30）と（7/1～3/31）で作成

7.3.1.

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

82 ※No.81に統合 -

-

●

26 内部 統計資料 都道府県報告 83
交付税資料（法人税割に関する調：歳出
還付額）

地方交付税資料「法人税割の調定額等に関する
額」の現年・過年の歳出還付額別明細

7.3.1.

交付税資料であり、出力が必須としています。EUCで問題ない、な
ど代替運用の可否についてもご回答ください。

●

26 内部 統計資料 都道府県報告 84
交付税資料（法人税割に関する調：歳出
還付額一覧表）

歳出還付の発生した法人・金額の一覧表 7.3.1.

全ベンダが同一用途の帳票を用意しており、必須帳票と考えられ
ます。なお、交付税資料の明細部分のため、帳票の項目定義は実
施しない想定です。 ●

26 内部 統計資料 都道府県報告 85
交付税資料（法人税割に関する調：外国
税額控除一覧表）

交付税資料（法人税割に関する調：外国税額控
除一覧表）

7.3.1.

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。 ●

29 内部 作業帳票 集計表 86 月別控除明細表（外税・仮装経理）
月別累計の標準・超過税率別の控除額の法人・
事業年度別の明細書（仮装経理控除／外国関係
会社等に係る税額控除／外国税額控除）

7.3.1.

※2,2,18,-2.2.19.が関連機能です。
＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

29 内部 作業帳票 集計表 87 月別控除集計表（外税・仮装経理）
月別累計の標準・超過税率別の控除額の集計表
（仮装経理控除／外国関係会社等に係る税額控
除／外国税額控除）

7.3.1.

※2,2,18,-2.2.19.が関連機能です。
＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

26 内部 統計資料 都道府県報告 88 法人均等割に関する調
法人・事業年度別の均等割に関する一覧（課税
標準調第48表の法人・申告別の明細）

7.3.1.

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

26 内部 統計資料 都道府県報告 89 産業別法人市町村税調（集計表） 業種別の納付金額、件数等の集計表 7.2.5.

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。必要性、用途を合わせてご回答くださ
い。EUCでの可否などもご教示ください。

26 内部 統計資料 都道府県報告 90 税割調定増減上位リスト 法人別の前年度・現年度の納付額増減リスト 7.2.4.

＜確認事項＞
多くの事業者が実装していますが、実務上不要、EUCでの代替
可、オプション機能でよいなどの意見があればご回答ください。

26 内部 統計資料 都道府県報告 91 高額納税者リスト 調定額の上位法人リスト 7.3.1.

＜確認事項＞
多くの事業者が実装していますが、実務上不要、EUCでの代替
可、オプション機能でよいなどの意見があればご回答ください。

26 内部 統計資料 都道府県報告 92 月別調定集計表
月別、法人別の調定額及び集計額のリスト
歳入・歳出還付額も確認可能

7.2.1.

＜確認事項＞
・本帳票は必須でしょうか。歳入還付、歳出還付が確認できる帳票
ですが、他帳票や他機能（EUC含む）で代替できるでしょうか。

93
指定調定年月の当該調定年度に該当する現年
度課税分の月単位ごとの法人別調定内訳表

7.2.4.

多くの事業者が実装しており、必須帳票としました。内部帳票であ
り、項目の定義は不要と考えます。

●

94 ※No.93に統合 -

-

●

95 ※No.93に統合 -

-

●

96 ※No.93に統合 -

-

●

97
指定調定年月の当該調定年度に該当する過年
度課税分の月単位ごとでの法人別調定内訳表

7.2.4.

※No.92の過年度分であり、必要な帳票と考えています。

●

98 ※No.97に統合 -

-

●

25 内部 統計資料 国報告

26 内部 統計資料 都道府県報告

26 内部 統計資料 都道府県報告

26 内部 統計資料 都道府県報告

月別調定額内訳表（法人別・過年度分）

月別調定額内訳表(法人別・現年度分）

【補助資料】
交付税資料第1表（法人税割に関する
調）増減理由に関する調

【補助資料】
交付税資料第1表（法人税割の調定額等
に関する調）内訳表様式１

交付税資料第1表（法人税割に関する
調）

課税状況調（第48表_法人均等割に関す
る調）
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99 ※No.97に統合 -

-

●

100 ※No.97に統合 -

-

●

21 内部 調定表 － 101 還付（マイナス調定）一覧（法人別）
還付（マイナス調定）が発生した法人の一覧（年
度別・月別）

7.2.4.

半数の事業者が実装している帳票ですが、機能WT7.2.4.のとおり
必須帳票として定義します。
EUCで代替可、などがございましたらご回答ください。 ●

26 内部 統計資料 都道府県報告 102 調定見込額に関する調
推計基準額と伸び率により法人税割額の調定見
込額に関する調を作成

7.2.7.

シミュレーション機能は原則不要としているため、本帳票も不要と
なる想定です。ご意見があれば記載をお願いいたします。

●

26 内部 統計資料 都道府県報告 103 月別調定額集計表（税率別） 指定年月の税率別の各申告や還付の集計表 7.2.6.

多くの事業者が実装しており、必須帳票としました。内部帳票であ
り、項目の定義は不要と考えます。

●

104 調定年月単位の調定集計（現年度） 7.2.6.

月別の集計は利用頻度が高いと考えられること、半数の事業者が
実装していることから必須帳票としました。不要である、EUCで問
題ないなどがあればご意見をお願いいたします。内部帳票であり、
項目の定義は不要と考えます。

●

105 ※No.104に統合 -

-

●

106 ※No.104に統合 -

-

●

107 ※No.104に統合 -

-

●

108 調定年月単位の調定集計（過年度） 7.2.6.

月別の集計は利用頻度が高いと考えられること、半数の事業者が
実装していることから必須帳票としました。不要である、EUCで問
題ないなどがあればご意見をお願いいたします。内部帳票であり、
項目の定義は不要と考えます。

●

109 ※No.108に統合 -

-

●

110 ※No.108に統合 -

-

●

111 ※No.108に統合 -

-

●

112 ※No.108に統合 -

-

●

26 内部 統計資料 都道府県報告 113 月別調定額集計表（法人税割額） 対象年度の法人税割額の月別調定額の集計表 7.2.6.

＜確認事項＞
・法人税割に特化した月別調定集計は必要でしょうか。事業者の
サンプル帳票を確認すると、対象年度を選択して、年次で確認す
る様式のようです。（1社のみの実装であり、事務局見解はオプショ
ンとしています）

21 内部 調定表 － 114 調定額異動集計表
現年分/過年分、法人税割/均等割の前月末、当
月末、増減額の集計表および前年度同月末の合
計と増減額

-

＜確認事項＞
・半数の事業者が実装していますが、調定異動額の確認は必須で
しょうか。EUC等での代替可否も合わせて回答ください。（事務局
案ではオプション帳票）
・なお、内部帳票のため、出力項目定義は不要と考えます。

22 内部 決議書・決裁資料 － 115 調定伺書 調定の決裁用伺い文書 -

＜確認事項＞
・調定の伺い文書について、決裁用の伺い文をシステムから出力
する必要はありますか。1社しか実装していない帳票であり、シス
テム出力の必要性は低いと考えられるため、事務局案では不要帳
票としています。

●

32 内部 作業帳票 マスタリスト 116 法人台帳 法人基本情報の台帳情報を掲載。 8.2.3.

＜確認事項＞
・機能要件で必須帳票と定義しました。ただし、法人の基本情報が
一定記載されていれば、特段出力項目の網羅性や様式まで一意
に求める帳票ではない（カスタマイズをする帳票ではない）と考え
ますので、出力項目の詳細定義は不要と考えます。
・この点、出力項目の定義が必要であるなどの意見、パッケージ標
準で出力された法人台帳にカスタマイズをしているなどの事例が
あれば教えてください。

●

32 内部 作業帳票 マスタリスト 117 課税台帳 法人ごとの申告課税の内容を掲載。 8.2.4.

＜確認事項＞
・機能要件で必須帳票と定義しました。ただし、法人の申告情報が
一定記載されていれば、特段出力項目の網羅性や様式まで一意
に求める帳票ではない（カスタマイズをする帳票ではない）と考え
ますので、出力項目の詳細定義は不要と考えます。
・この点、出力項目の定義が必要であるなどの意見、パッケージ標
準で出力された課税台帳にカスタマイズをしているなどの事例が
あれば教えてください。

●

118 ※機能要件側で不要と整理
8.2.1.
（削除）

＜決定事項＞
・機能WTのなかで、EUCで代替可であるため帳票としては不要で
あることを確認しました。
→帳票要件としては削除します。

●

119 同上
8.2.1.
（削除）

※No.117の抽出条件の違いのみのため削除しています。

●

120 同上
8.2.1.
（削除）

※No.117の抽出条件の違いのみのため削除しています。

●

121 同上
8.2.1.
（削除）

※No.117の抽出条件の違いのみのため削除しています。

●

122 同上
8.2.1.
（削除）

※No.117の抽出条件の違いのみのため削除しています。

●

123 同上
8.2.1.
（削除）

※No.117の抽出条件の違いのみのため削除しています。

●

26 内部 統計資料 都道府県報告

26 内部 統計資料 都道府県報告

26 内部 統計資料 都道府県報告

法人索引簿30 内部 作業帳票 対象者リスト

月別調定額集計表（過年度分・月別集計
表）

月別調定額集計表（現年度分・月別集計
表）

月別調定額内訳表（法人別・過年度分）
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124 同上
8.2.1.
（削除）

※No.117の抽出条件の違いのみのため削除しています。

●

125 同上
8.2.1.
（削除）

※No.117の抽出条件の違いのみのため削除しています。

●

126 同上
8.2.1.
（削除）

※No.117の抽出条件の違いのみのため削除しています。

●

30 内部 作業帳票 対象者リスト 127 連結子法人一覧表 連結子法人の一覧表。連結親法人も確認が可能 -

＜確認事項＞
・印刷に適した帳票形式ではなく、EUCでも代替可能な様式だと想
定しています。帳票形式での出力が必要か否かについても、「内
部帳票：代替の可否欄」にご回答ください。

30 内部 作業帳票 対象者リスト 128 税理士関与法人一覧
税理士ごとに関与している法人の一覧表。税理
士がマスタ管理されている場合を想定

8.2.5.

＜確認事項＞
・税理士のマスタ管理は必須ではないと想定しています。（オプショ
ン機能）→したがって、本帳票も機能WTでオプション機能と定義し
ています。EUCでも良い場合は、その旨をご回答ください。
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